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○インターネット異性紹介事業関係事務取扱要綱 

平成20年12月25日 

例規（生環）第34号 

改正 平成31年３月26日例規（生企）第10号 

令和３年８月31日例規（警）第18号 

令和５年２月14日例規（生企）第７号 

第１ 趣旨 

この要綱は、インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関

する法律（平成15年法律第83号。以下「法」という。）、インターネット異性紹介事業

を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律施行令（平成20年政令第346号）及

びインターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律施

行規則（平成15年国家公安委員会規則第15号。以下「規則」という。）の施行に関し、

必要な事項を定めるものである。 

第２ 事業の届出の受理 

警察署長（以下「署長」という。）は、法第７条第１項の規定によるインターネット異

性紹介事業（以下「事業」という。）の届出を受理したときは、警察本部長（以下「本部

長」という。）に受理番号を照会し、インターネット異性紹介事業届出台帳（別記様式第

１号。以下「台帳」という。）を作成するものとする。 

第３ 事業の廃止に係る届出の受理 

署長は、法第７条第２項の規定による事業の廃止に係る届出を受理したときは、台帳の

補正を行うものとする。 

第４ 事業の変更に係る届出の受理 

１ 署長は、法第７条第２項の規定による事業の変更に係る届出を受理したときは、本部

長に受理番号を照会し、台帳の補正を行うものとする。 

２ 前項の場合において、当該届出が警察署の管轄区域を異にして行われる事業の本拠と

なる事務所（事務所のないインターネット異性紹介事業者（以下「事業者」という。）

にあっては住居。以下「事務所」という。）の変更に係る届出であるときは、署長は、

第２の規定に準じて台帳を作成するものとする。 

第５ 指示 

署長は、管轄区域内に事務所を有する事業者に対し、法第13条の規定による指示をす

る必要があると認める場合は、規則第７条に規定する指示書を作成し、当該指示を受ける
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事業者に交付するものとする。 

第６ 事業停止命令及び事業廃止命令 

１ 署長は、管轄区域内に事務所を有する事業者に対し、法第14条第１項の規定による

事業停止命令又は同条第２項の規定による事業廃止命令を行う必要があると認めると

きは、事業停止（廃止）命令処分上申書（別記様式第３号）に疎明資料を添えて、本部

長に上申するものとする。 

２ 本部長は、上申に係る事業停止命令又は事業廃止命令が決定したときは、規則第８条

に規定する命令書を作成し、当該上申に係る署長を経由して当該命令を受ける事業者に

交付するものとする。 

第７ 資料の提出要求及び返還 

１ 署長は、事業者から法第16条の規定による資料の提出を受けるときは、提出書（別

記様式第４号）とともに提出させるものとする。 

２ 署長は、事業者から提出資料の返還要求があった場合は、提出書に事業者の署名を求

めた上で、返還するものとする。 

第８ 他の公安委員会への通報 

本部長は、法第17条第２項の規定により、事業者の違反行為等について他の公安委員

会に通報する場合は、行政処分事由該当事案等通報書（別記様式第５号）により通報する

ものとする。 

第９ 行政処分事由該当事案の通報 

署長は、取締り等を通じて、管轄区域内に事務所を有する事業者以外の事業者が法第

17条第１項第２号に規定する処分の事由となる違反行為をしたと認めるとき、又は同号

に規定する処分に違反したと認めるときは、法令違反行為等認知通報書（別記様式第６号）

により本部長に通報するものとする。 
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別記様式第１号（第２関係） 

（一部改正〔令和５年例規（生企）７号〕） 

様式第２号 削除 

（削除〔令和５年例規（生企）７号〕） 

様式第３号（第６関係） 

（全部改正〔令和５年例規（生企）７号〕） 

様式第４号（第７関係） 

（一部改正〔令和３年例規（警）18号〕） 

様式第５号（第８関係） 

様式第６号（第９関係） 

（全部改正〔令和５年例規（生企）７号〕） 

 


